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地方再生法が平成
17年に成立して以降、総務省に「地域の元気創造本部」が
設置され、集落支援隊や地域おこし協力隊などが組織されています。これらの制度によって 地域の自然的特性や文化的所産を活用した地域活性化事業が各地で進められています。平成
26年には、地方創生担当大臣が副本部長として実
務を担う「まち・ひと・しごと創生本部」も設置されました。これらの措置からは、政府や地方行政が地方創生や地域活性化に本格 に取り組んでいる姿勢を見ることができます。これまでにも、 方 策は様々な 組がなさ てきましたが、最近の一連の地方創生や地域活性化の動きは従来の公共事業による経済刺激策と 一線を画しており、いずれの場合も、地域が主体と り地域ごとの特性を生かした活動 あり、それを産官学が連携してサポートするのが特徴と言えます。ま 、人材力 活性化やネットワークの強 など、ソフト面の重要性が強く意識されています。このような地域の特性や地域独特の資源を活用した地域おこしの活動は、行政ばかり はなく民間でも広く行われており、ソーシャルデザインや里山資本主義といった考え とし とめら います。現代は、まさに地方創生の時代だといえます。　
このように最近の地方創生活動は、地域の特性を生かすという特徴から、そ
の規模や利用されている資源など、活動内容 極めて多様化してい す。私た
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ちは、その多様な活動が持続的に続けられ大きな活動へと展開したものに、次のような共通点を見いだしました。それは、
(1)地域にある独特な〝地域資源〟
を地元のコミュニティーで 用している、
(2)利用している地域資源を支えてい
る環境の重要性を理解し、適切なケアを行っている
(3)バランスのとれた利用
とケアの活動が外部からも評価されている、の
3点です。
　
私たちはこの
3点を、地域が持続的な発展を行っていくうえで欠かせない事
項である 考え、
〝エリアケイパビリティー（
AC） 〟
と名付けました。
ACとは、
端的に言えば、人々が地域の環境的豊かさを能動的・主体的に高め、その環境が有する資源を用いて地域が質的に豊かになる能力のことです。そして こ
ACの向上に必要な項目を整理し、それらの関連性をエリアケイパビリティーサ
イクル（
ACサイクル）という概念図として明示しました。私たちは、
ACと
ACサ
イクルの考え方が、地方創生や地域おこし事業 計画立案やその活動を地域資源の利用とケアのバランスという観点から評価する際に、各関係者 立ち位置や役割 明確化 ために活用されることを期待しています。　
以下、先述の
3つの共通点と
ACの考え方について詳しく述べていきます。
はじめに
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地域にある独特な〝地域資源〟を地元のコミュニティーで活用している点
　
ACでは、それぞれの地域の良い点や優れた点、その土地ならではの産物や暮
らし向きなどを見つけ、それらを地域のコミュニティーで活用することで、地域を活性化します。言い換えると、 〝 様々な問題を
1つずつ解決する〟
という姿勢ではなく、資源利用を通じた地域活動の機会を増やすことで地域が活性化され、 結果的に地域の諸問題が解決されるというアプローチを執ります。
　
　
地域資源の活用には、
（1）地域資源の（再）発見、
（2）新しい技術・システムの
創造（導入） 、
（3）新しいコミュニティーの形成、という
3つの要素が内包して
います。これら要素は、相互に関連しており、資源利用が新たな技術導入から始まる場合もあ ば、コミュニティーの形成から始まるこ もあります。ただし、
1つの地域資源には
1つの利用者コミュニティーが組織されることが重要
であり そのコミュニティーが常に地 社会に開かれていることも（つま は地域住民ならば、だれで メンバーになることもやめることも自由意思で行えるということ）が重要な側面となります。地域資源を自ら発見 ることから活
1
エリアケイパビティー
（AC）の考え方
地域が持続的に発展
するための条件
4
動への主体性が生まれ、コミュニティーでそれらを利用することで、資源利用に関する透明性が担保さ ます。
 資源の利用によって、利用者が資源を支えている環境の重要性を理解し、ケアを行っている点
　
ACで重要なことは、地域資源の活用がコミュニティー主体であるということ
に加え、 そのコミュニティーのメンバーは、 必ず資源とそれを支える環境を〝ケア〟しなければならないとしている点です。生物資源は、再生産可能な資源であるといわれていますが、実際には、いかな 資源であっても、利用するだけでは劣化し、いつかは枯渇してしまいます。
ACにおける〝ケア〟には、
（1）資源
とそれを支える環境や生態系に対して興味を持ち、常に気遣うこと、
（2）資源や
環境への保全に関する重要性を理解 その手立てを講じ こと、
（3）実際の保
全活動を展開すること、の
3つの要素が含まれます。ここで、利用を制限する
〝資源管理〟ではなく、 〝ケア〟と呼んでいるのは、利用者における資源とその資源を支えている環境への関わり方と て、 〝気遣い〟や直接的な〝手当〟などの意味合いが大切であると感じているからです。 た、ケアの対象となる資
2
エリアケイパビリティー
(AC) の考え方
5
源や環境は、管理するものではなく自分たちの生活と不可分な存在であると認識されることが重要であ と考えているために、 あえて 〝ケア〟 と呼んでいます。
 資源とそれを支える環境に関し、利用とケアのバランスがとられ、活動が外部からも評価されている点
　
資源利用やケア活動を含んだ
AC活動が始まるには、新しい活動への期待や興
味などが必要です。
ACサイクルでは、これを〝始動力（＝インセンティブ） 〟
と名付けています。この始動力がなけ ば、どのような地域おこしもスタートできません。さらに、これらの始動力があって活動 始まったとしても、それが持続的な活動へと展開されるためには、新たな〝駆動力（＝ドライビングフォース） 〟 が必要です。 この駆動力としては 〝活動へ 自負や仲間意識、 地元愛〟であると考えてい す。この駆動力が高まることで
ACサイクルは加速され、活
動が活発化されます。　
駆動力を高めるためには、利用者コミュニティーに参加している各個人が、
資源の利用によって生活が豊かになったことを実感することが大切です。ただし、この豊かさとは、金銭的な側面だけでなく、さらに新しい地域資源を探し、
3
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利用者コミュニティーを創造し、多様な
ACサイクルが形成される素地ができる
ことを含みます。同時に、ケアによって資源と資源を支える環境（
≒ 生態系）
の状態が改善され、そのことが広く知られることも大切です。なぜならば、環境と調和した地域活動は、参加している住民のプライドと自負を高めると同時に、 地域 ブランド化を促 からです。 このため、 資源や環境の改善については外部の研究者や専門家による客観的な検証 必要であり
ACにおいては、産官
学連携の重要性をこの部分 おいています。　
産官学連携はこれまでにもその重要性は指摘されていきましたが、
ACサイク
ルに当てはめてみれば、産（利用者コミュニティー） 、官（行政） 学（専門家）の役割や立ち位置が明確にでき、立場の違いを理解しながらの協働が可能となることでしょう。した って、地域活動を計画する際に 外部 専門家との連携や客観的な評価につい も、 考えておくことが大切だと言えます。
ACでは、
地域資源の地域コミュニティーによる利用という基本 合わせて 行政や専門家と コミュニティーの協働体制確立も 重要な要素
1つと考えています。
エリアケイパビリティー
(AC) の考え方
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事例
1
熊本県天草市五和の
イルカウォッチング
熊本県
日本
天草市
五和町
　
五和のイルカウォッチングは
平成
5年、天草に移住してこら
れた長岡秀則さんが身近に見るイルカに感動し、地域活性化の方策として地元の漁業者に呼びかけたのがきっかけで、始まりました。五和には古くからハンドウイルカが数百頭生息していましたが、あまりに身近にいるイルカたちは 地域の人 とては当たり前の存在で、観光資源になるとはだれも思っていなかったようです。ま 、漁師にとっては魚を食べるイルカ業の敵でさえありまし 。こため最初は、自発的 イルカウォッチングを始め のは
5名
程度の有志にすぎませんでしたが、年々順調に観光客数が増加するにつれ、イルカが観光資源
8
コミュニティー資源・環境
● イルカとの
　 遭遇率増加
● イルカの
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観光業・漁業・行政
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であることを住民が理解するようになり、イルカウォッチングを営む業者もお土産屋も増加しました。この変化を
ACサイクル
に当てはめてみると、イルカウォッチングという新たな利用方法の導入によって、新た漁業者と観光業者のコミュニティーが出来上がり、 イルカは、どこにでもいる厄介な漁業の外敵から、五和にとって重要な地域資源になったと見ること で
きます。また、イルカが資源となったことで、漁業者のイルカに対する考え方は大きく変わり、イルカの生態をよく理解するようになりました。また、イルカとそのイルカが暮ら 環境への直接的なケアが実施されていることで、イルカとの遭遇率は高 まま維持されており、これが持続的なイ ウォッチングのブランド化 繋がっています。
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タイ国ラヨーン県の
村張り定置網
　
タイ国のラヨーン県で行われ
た定置網技術の導入は、外部からの技術提供によって、新たな資源利用が新たなコミュニティーを形成した良い例です。この地域では古くから、籠漁や刺し網漁 どの小規模漁業と機船巻き網漁などの商業的漁業が、沿岸漁場をめぐって争っていました。タイ国のバンコクに事務局を持つ国際機関・東南アジア漁業開発センター（SEAFDEC）は、この漁業者間の争いを減らし、資源管理に必要な情報を得るために、氷見市での村張り定置網を見本として日本型 定置網技術移転
事例
2
タイランド湾
ラヨーン県
タイ
を行いました。定置網の導入にあたっては、SEAFDECのスタッフが地域の小規模漁業者に声をかけ、定置網を運用する漁業者組織を作り その漁業者組織へ技術支援と機材供与を行いました。初年度はあまり良い漁獲を上げることができませんでしたが、技術指導 漁具の改良を通じて翌年には十分な獲を上げることができ、操業合わせて共同販売所を設置 経済的な基盤強化と経営能力の強化も行いました。おかげで定置網導入後
3
年目には、補助金
や研究費に頼らず、また、人的な面でも漁業者組織だけで定置
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コミュニティー資源・環境
● 資源状態の
 　維持・向上
● 産卵場・仔稚魚の
　 生育場の提供
● 新しい市場
● 抗争の低下
コミュニティーによる
定置網の導入
加工
販売技術
の向上
漁業者コミュニティー
の形成・強化
価格形成への参加、
販売網の拡大
観光業・行政
との連携強化
協同販売所
の設置
エコツアー
の開始
生態系への
興味関心の向上
漁獲統計の収集、
資源評価
環境教育の実施、
ゴミの処理
駆動力
プライド
仲間意識
START 経営技術の向上、
効率的な操業
の実施
網の運用を行えるようになりました。この場合、新たに導入された“定置網操業”によってこれまで沿岸の小規模漁業者には漁獲できなかった大型の魚や魚種が、定置網漁業者という利用者コミュニティーの地域資源と変わり、 この新たな資源利用が、このコミュニティーの維持のめの駆動力となりました。さらに、共同販売と共同操業を通じて人的資源の強化にもつながりました。これら 地域活動を通じて、地域住民同士の交流が活発化し、さらに別の活動への展開も可能となっ のだと思います。 その後、 このコミュニティーの活動は、定置網を用い 観光業や環境学習へと展開 見せています。
事例
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静岡県浜名湖の
クルマエビ増殖
事例
3
静岡県
日本
浜名湖
　
高度経済成長期に重工業振興
を目指した日本では、沿岸部の多くが埋め立てられ、産卵場や生育場を奪われた天然漁業資源は急激に劣化しま （沿岸生態系が持つ供給サービスや基盤サービス 著しく ました） 。政府 、失われた沿岸生態系の再生産能力を補うために、重要漁獲対象種の種苗放流を行うことを決めました。これがいわゆる“つくる漁業”の始まりです。各都道府県には栽培漁業センターが設置され、放流種苗の生産と普及活動が行われました。静岡県 は浜名湖にセンターが設置され、1980年からクルマエビを対象とした放流事業が開始されました。当初、公共 としてトップダウ
静岡県水産技術研究
所 浜 名 湖 分 場（ 旧　
水産試験場）の養殖
施設
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コミュニティー資源・環境
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● 稚エビの生息環境
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アクセス強化
漁協作業の
統一化
小型エビの
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漁協の
機能強化
漁業者と研究者と
行政の協働の強化
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漁獲統計の整備
漁業者の出資による
エビ放流事業
駆動力
プライド・愛着
漁業への希望
START
ン的に開始されたクルマエビ種苗放流プロジェクトでは、地元漁師の理解は得られず、また放流の効果も期待されないことから、住民からの協力は全くありませんでした。しかし、静岡県水試の職員が、資源評価のためのデータ収集や種苗生産技術研究、放流適地選定のための環境調査を懸命に行って、少ないながらもクルマエビ種苗のを続けたところ それを身近で見ていた白洲村の若者たちが放流事業への協力を始めまし 。地元の協力が得られたことでクルマエビ種苗 放流 飛躍的に増加しました。こ 大量放流によって小型のエビの漁獲量急増し、エビ種苗放 の可能性と効果を多くの漁業者が実感す
るにつれ、次々と放流事業へ協力す 漁業者が増えていきました。この一連の変化は、目に見える効果が、資源や環境への興味・関心を高め ケアの重要性理解を促進するという
ACサイク
ルをよく表しています。　
その後、浜名湖周辺の漁業者
は、クルマエビ種苗放流事業を通じてコミュニティーとしてのまとまりを強めていき、自分たちが放流したクルマエビをより効率的に利用するために、漁業規制を改良し、出荷方法なども改良していきま た。このように多くの地元住民 参加 、自発的 行動するようになったからこそ、資源増殖が成功したのだと思います。
事例
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地域社会の
持続的な
発展
地域環境の
健全性の
維持・向上
ACサイクル
　
これまで、
ACの考え方と
ACサイクルについて、ご紹介しました。いくつかの
具体的事例を見ても分かるように、
ACサイクルは、
1つの地域資源に
1つ描く
ことになります。つまり、地域に沢山の資源があれば、それだけ沢山の
ACサイ
クルが描けることになり す。一方で、
ACでは、
1つの地域資源の利用を
1つ
の利用者コミュニティーが担うことになっています。このため
ACサイクルが
沢山あるということは、それだけ沢山の コミュニティーが存在することになります。 どのコミュニティーも地域に開かれていることから、 一度出来上がったコミュニティーに、 後から別の人が新た 参加したり 反対にコミュニティーに参加していた人が抜けることもあると思います。また、一人の人が複数のコミュニティーに参加 ることもある 思います。このような変化があったとしても、コミュニティーが沢山あるということは、それだけ人と人の触れ合う機会が多く 情報交換も頻繁に行われ、いろいろな地域での協働を容易 してくれるはずです。　
つまり、
ACサイクルの数は、その地域における地域資源の豊富さと様々な協
働可能性の高さとを同時に表す指標であると考えて ます。この から、
AC
サイクルの数を地域開発の指標として用い はどうか？ 私たちは提案してます。
AC サイクルを
開発の指標に！
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付録　
用語集
　AC の考え方では、地域の自然や文化と関係し
た、その土地にある天然資源や文化を地域資源と
して重要視します。五和のイルカ（野生動物）、
浜名湖のクルマエビ（漁業資源と放流事業）など
は、まさしくその土地の自然や文化（生業）と直
結した地域資源だと思います。また、タイ国ラヨー
ンの定置網（技術・システム）は、外部からもた
らされた新しい資源利用方法です。この場合は、
新しい技術によってそれまで利用されていなかっ
た（できなかった）漁業資源が利用されるように
なりました。それまでそこにあったにも関わらず、
利用されなかった（できなかった）漁業資源は、
新たな技術によって地域資源として利用されるよ
うになりました。
　AC における地域資源は、人々を繋ぎ、地域コ
ミュニティーを形成し、そのコミュニティーメン
　一般に地域のコミュニティーは、自治会や行
政区を単位に作られるかと思います。AC におけ
る地域コミュニティーは、必ずしも行政単位で
形成されることを条件とはしません。地域コミュ
ニティーとは、地域資源の活用とケアを行う人
の集まりと捉えます。また、日常的に連絡を取
り合える人であることが重要と思います。です
から、IT 技術やコミュニケーション技術が発達
して社会においては、必ずしもその土地に住ん
でいなくても良いのかもしれません。また、１
つの土地には沢山の地域資源が存在しますし、
そうした地域資源は、できるだけ多く発見され
利用されることで、地域の可能性が向上するも
のと考えます。
　AC は、持続的な地域振興を目指したもので
す。ただし、AC における“地域”は、地域資源
や地域コミュニティーの説明でも述べたように、
必ずしも行政単位や伝統的集落を想定していま
せん。そこで暮らす人が集い、協力し、地域資
源の活用とケアを通じて生活を向上させていく
ことができる範囲を“地域≒エリア”として捉
えるべきであると考えています。地域資源の在
り方やコミュニティーの在り方によって、地域
は様々な広がりを有します。また、一人が複数
の地域コミュニティーに属することになります。
そのような、多様な資源の在り方と多様な人の
関わりが、新たな“地域”を創造してくれると
考えています。
バーによって利用される物・事すべてが対象とな
ります。たとえば、定置網の場合、その技術自体
が、地域資源となることも考えられます。富山県
氷見市は定置網漁業を地域文化として捉え、村お
こしを進めています。定置網を中心に、漁網会社
や流通業者、加工業者が漁業者と協力して出来上
がるコミュニティーがあります。この場合は、“定
置網漁業”自体が、地域資源となります。町の暮
らしやすさや人付き合い、さらには最近様々な地
域で活性化の起爆剤として期待されている道の駅
なども、それらを中心にコミュニティーが出来上
がるのであれば地域資源となりうるのでしょう。
ただし農山漁村の場合、その特徴は豊富な自然と
なると思います。このため、まずは自然が提供し
てくれる様々な生態系サービスを、地域資源とし
て活用してみるのが良い方法だと考えます。
地域資源
地域コミュニティー 地域≒エリア（Area)
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